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令和令和令和令和３３３３年度年度年度年度    小野市の財政健全化判断比率（指標）小野市の財政健全化判断比率（指標）小野市の財政健全化判断比率（指標）小野市の財政健全化判断比率（指標）    

    

    

指  標  名 小野市の指数小野市の指数小野市の指数小野市の指数    
参考 

(令和２年度) 

判 断 基 準 

早期健全
化基準 

財政再生 
基準 

実 質 赤 字 比 率 －－－－        （（（（△△△△6666....48484848％％％％））））    △3.39％ 13.04％ 20.00％ 

連結実質赤字比率 －－－－    （（（（△△△△33338888....46464646％％％％））））    △35.14％ 18.04％ 30.00％  

実質公債費比率                                 6666....2222%%%%    4.6％ 25.00％ 35.00％ 

将 来 負 担 比 率     2222....1111%%%%    5.7％ 350.00％ － 

資金不足比率 

（ 水 道 事 業 ） 

（下水道事業） 

（都市開発事業） 

    

－－－－    （△（△（△（△242424248888....5555%%%%））））    

－－－－        （△（△（△（△33334444....7777%%%%））））    

－－－－        （△（△（△（△11119999....5555%%%%））））    

 

△247.5％ 

△19.8％ 

△19.2％ 

20.00％ － 

    

    

毎年度の収支の健全度毎年度の収支の健全度毎年度の収支の健全度毎年度の収支の健全度 

◎◎◎◎実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率    表示数値なし表示数値なし表示数値なし表示数値なし    ((((△△△△6666....48484848％）％）％）％）（（（（RRRR2222：：：：△△△△3333....39393939%%%%））））    

税収や交付税など自治体の収入に対する一般会計の赤字額の割合 

(普通会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率) 

算式… 一般会計実質収支÷標準財政規模 

 

785,576÷12,116,304＝0.0648（黒字） 

  

◎◎◎◎連結実質赤字比連結実質赤字比連結実質赤字比連結実質赤字比率率率率    表示数値なし（表示数値なし（表示数値なし（表示数値なし（△△△△33338888....46464646％）％）％）％）（（（（RRRR2222：：：：△△△△35353535....11114444%%%%））））    

税収や交付税など自治体の収入に対する公営企業などを含む全会計の赤字額

(公営企業は資金不足額)の割合    

(全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率) 

算式…（一般会計実質収支＋公営企業の資金の余剰額）÷標準財政規模 

 

     （R3）        （R2） 

一般会計    785,576     392,335 
国保        133,147     195,811 
介護        118,924        20,692 
後期高齢    17,964        15,627 
水道      2,764,210     2,767,548    
下水        388,174       222,922 
都市開発    452,773       451,136 
            

計  4,660,768÷ 12,116,304＝0.3846（黒字） 
        



2222    

毎年度の毎年度の毎年度の毎年度の借金借金借金借金返済の返済の返済の返済の負担負担負担負担割合割合割合割合    

◎◎◎◎実質公債費比実質公債費比実質公債費比実質公債費比率率率率        6666....2222％％％％    （（（（RRRR2222：：：：4.4.4.4.6666%%%%））））    

税収や交付税など自治体の収入に対する借金返済費用の割合    

(普通会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率) 

【毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰

出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交

付税で措置されるものを除く。）に充当されたものの占める割合】    

算式…［｛（元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準

元利償還金に係る基準財政需要額算入額）｝÷｛標準財政規模－

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額｝］の 

3 ヵ年平均（参考 単年度 R1：4.93 R2：6.11 R3：7.64 ） 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪
元利償還

金の額

（繰上償

還額等を

除く）

積立不足

額を考慮

して算定

した額

満期一括

償還地方

債の１年

当たりの

元金償還

金に相当

するもの

（年度割

相当額

公営企業

に要する

経費の財

源とする

地方債の

償還の財

源に充て

たと認め

られる繰

入金

一部事務

組合等の

起こした

地方債に

充てたと

認められ

る補助金

又は負担

金

公債費に

準ずる債

務負担行

為に係る

もの

一時借入

金の利子

特定財源

の額

事業費補

正により

基準財政

需要額に

算入され

た公債費

災害復旧

費等に係

る基準財

政需要額

密度補正

により基

準財政需

要額に算

入された

元利償還

金及び準

元利償還

金

R1 1,836,308 585,864 241,684 208,506 814,838 1,034,826 144,133

R2 1,987,960 545,867 223,058 191,950 777,667 1,063,511 137,886

R3 2,100,776 553,909 283,057 199,008 747,407 1,077,463 137,944

⑫⑫⑫⑫ ⑬⑬⑬⑬ ⑭⑭⑭⑭
標準税収

入額等

普通交付

税額

臨時財政

対策債発

行可能額

R1 8,268,031 2,481,509 609,043

R2 8,479,052 2,470,073 621,787

R3 8,238,964 2,992,923 884,417  
（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦－⑧－⑨－⑩－⑪） 

 

／（⑫＋⑬⑫＋⑬⑫＋⑬⑫＋⑬＋＋＋＋⑭⑭⑭⑭－⑨－⑩－⑪） 

        

        

  

  + ＋ ×100 / 3＝ 6.2% 

 

 

 

各数値の内訳 

①  一般会計公債費2,100,776 ⑧ 住資270 市住22,286 都計税176,452 

④ 水道61 下水553,848 ⑨ 一般会計78,024 下水669,383  

⑤ 企業団279,579 湧水苑3,449 北播衛生29 ⑩ 一般会計1,075,639 下水1,824 

⑥  ⑪ 水源開発出資分（一般会計）1,044 新病院出資
55,033 病院事業（企業団）81,867 

        

標準財政規模 交付税算入額 

交付税算入額 

 461,553  

9,364,786 

 555,463  

 585,871   

9,591,848 

 

 775,920   

10,153,490 

 



3333    

（R1） 

（R2） 

（R3） 

（R1） 

（R2） 

（R3） 

将来における将来における将来における将来における借金借金借金借金返済の財政規模に対する割合返済の財政規模に対する割合返済の財政規模に対する割合返済の財政規模に対する割合    

◎◎◎◎将来将来将来将来負担比率負担比率負担比率負担比率            2222....1111％％％％（（（（RRRR2222：：：：5.75.75.75.7％％％％））））    

税収や交付税など自治体の収入に対する一般会計が将来支払うべき借金等負担

の割合 

(普通会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率) 

算式…｛将来負担額－（充当可能基金金額＋特定財源見込額＋地方債

現在高等に係る基準財政需要額算入見込み額）｝÷｛標準財政規模－

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）｝ 

 

将来負担額 

兵庫県

21,556,706 0 4,203,474 2,496,365 2,680,889 0 0 0 0

21,695,059 0 3,843,178 2,835,620 2,661,036 0 0 0 0

21,515,871 0 3,592,029 2,907,996 2,596,352 0 0 0 0

退職手当
負担見込額

設立法人の
負債額等
負担見込額

連結実質
赤字額

組合等連結実
質

赤字額負担見
込

地方債
の現在高

債務負担行
為

支出予定額

公営企業債
等

繰入見込額

組合等
負担等見込

額

 
 

充当可能額 

うち都市計画税

7,838,998 1,412,072 1,282,407 20,508,707

8,520,103 1,397,500 1,270,187 20,569,432

8,884,993 1,390,004 1,276,206 20,116,632

充当可能基金
充当可能
特定歳入

基準財政需要
額

算入見込額

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公営企業の経営健全度をチェック公営企業の経営健全度をチェック公営企業の経営健全度をチェック公営企業の経営健全度をチェック    

◎公営企業における資金不足比率◎公営企業における資金不足比率◎公営企業における資金不足比率◎公営企業における資金不足比率            ((((資金不足なし資金不足なし資金不足なし資金不足なし))))    

資金不足額(公営企業の流動負債と流動資産の差)の 

営業収益に対する割合 

 

 

- -

- -

将来負担額　A 充当可能財源等　Ｂ Ａ　－　Ｂ

30,612,248 30,391,629 220,619

12,116,304 1,962,814 10,153,490

将来負担比率　（％）

2.1

標準財政規模　Ｃ 算入公債費等の額　Ｄ Ｃ　－　Ｄ

＝ ＝


